
肯定側第２立論（メリットへの再反論）


○父親が育児や家事に参加すると娘の結構願望がたかい
鈴木りえこ　中央教育審議会「少子化と教育に関する小委員会」専門委員 
「超少子化」ｐ35、82
日本大学人口研究所所長の小川直宏教授らの報告「変化する結婚パターン（「家族の未来」毎日新聞社人口問題調査会編、98年）では、(中略　以下P82）「一生結婚するつもりはない」と答えた数少ない未婚女性たちを調べると、彼女たちの半数が、自分が小学生だった頃に父親が「家事も子育ても母親任せ」だったと答えている。「なるべく早く結婚したい」と答えた女性では、父親の家事・育児参加度が比較的高かった


○育児休業後も男性は主体的に子育てに参加するようになる。
東京大学社会科学研究所教授の佐藤博樹氏は著書「男性の育児休業」２００４年発行p121
の中で以下のように述べています。
「育児休業の効果は、むしろ取得した期間中よりも、その後に現れ部分に大きな意味があるように思われる。(中略)育児休業を取得した男性は、たとえ1、2ヶ月と短期の休業取得であっても、休業後の子育てへの関与の度合いは高く、保育所への送迎といった面だけでなく、子供の成長に主体的にかかわったという思いから、子供との精神的なかかわりの面においても積極的に働きかけようとする姿勢が強いように感じられる。」


○日本の少子化は発展途上国の成長を阻害する 
金子勇 北海道大学大学院文学研究科教授 都市の少子社会東京大学出版会 2003
ｐ21,22
「少子化メリット論に依拠する人々の中には、1999年10月の世界人口の60億人突破を受けて、食料やエネルギー問題を考えると、アフリカやインド等で人口が増加しているのだから、先進国の少子化で人口減少が進んで釣り合うとのべる人が存在する。これらはすべて想像力の欠如に基づく意見である。アフリカやインド等の人口増加を抑えないで、先進国の少子化を容認し続けていると、先進国の大半が経済的活力を低下させ、途上国へのODAを縮小・廃止せざるをえなくなる。その結果、一番困るのはそれに依存している発展途上国である。（中略）このままでは日本の分担1兆円で、世界全体の年間総額が5兆円にもおよびODAは維持していけなくなるので、先進国の少子化が途上国のディベロップメントを阻害するという結果が生まれてしまう。」

○労働時間が減れば、男性の育児時間は増える相関がある。
知佳 / 早稲田大学人間科学部　卒業論文 / 第二章二節　日本の男性の家事・育児 
http://www.eqg.org/library/ronbun/index.html
育時連家事プロジェクトの調査によると（中略）、育児の共有に関しては、夫の労働時間が短くなるほど共有度が上がるという傾向が見られ、これは「育児を自分のすべきことと考え、時間があればかかわろうという男性側のやる気を示している」のではないかと言っている。このことに加え、早く帰宅して家にいる時間が多い分、妻が家事をしている間に子供と関わるのは必然的に夫になるからということや、家事と違って育児は、子供がそこにいるという事実がある限り、やりたくなくてもやらざるを得ない状況があるから、家にいる時間が多いほど育児に関わることは多くなるなど、他にも様々な要因があると考えられる


○実際企業内での理解はPlanで進む　　　　　
男性の育児休業取得が出ると、職場は育児休業を肯定的にとらえるようになるためである。東京大学社会科学研究所教授の佐藤博樹氏は著書「男性の育児休業」２００４年発行p４３
の中で以下のように述べています。
「男性の育児休業取得実績のある企業の経営層や人事担当マネージャーは、そうでない企業に比べると、男性の育児休業を肯定的にとらえる傾向が強いという点である。（中略）男性が育児休業をすることに賛成という職場の風土が男性の育児休業取得を促進したのか、あるいは男性の育児休業取得の実績が職場の風土を変えたのか、因果関係はわからないにせよ、男性の育児休業取得実績と職場の風土の間には、相関関係がみられる。」

